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神⼾市の概要
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Map-It マップイット(c)

政令指定都市
（９⾏政区10区役所２⽀所）
⼈⼝ 1,488,568⼈ （政令市７位）
⾯積 557.05㎢ （政令市９位）

※2025年5⽉1⽇時点

職員数 21,514名
⼀般⾏政・企業会計部⾨ 10,317名
教育 9,690名（うち教員7,731名）
消防 1,507名

※2024年4⽉1⽇時点



神⼾市の観光資源
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メリケンパーク

BE KOBEモニュメント

旧居留地

有⾺温泉

神⼾ビーフ

六甲有⾺ロープウェイ
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神⼾市のAI・データ利活⽤の取組が様々なメディアに掲載
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神⼾市のAI・データ利活⽤の取組が様々なメディアに掲載

• RESIDENT（2024.05.03発⾏）
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 ワクチン接種のパターンが煩雑になっており、それぞれの
対象者に対するきめ細やかな広報に課題を感じていた

 ⽣成AIを活⽤し、接種の対象となる全パターンのペル
ソナを洗い出し、また各ペルソナ別に適した情報提のア
イデアを⽣成

 これまで複数の職員が数⽇がかりで⾏っていた作業が
半⽇の作業に短縮、また先⼊観なく質の⾼いペルソナ
⽣成に成功

 広報誌やSNS投稿の⽂案もペルソナにあわせて⽣成
AIに案を作成させることで、質や作業効率が向上

• ⽇経クロステック（2024.03）

• PCwatch（2024.05） • CNETJapan（2024.05）

紙⾯ Webサイト

• ⽇本経済新聞（2023.12）
 ⽣成AIの庁内利⽤開始やAI条例の施⾏について各種Webサイトで掲載

その他、様々な媒体で取り上げられました



多数の視察・講義・取材・講演依頼
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2023年AWSサミット基調講演 市⻑登壇

デジタル庁浅沼デジタル監
神⼾スマートシティの取組視察

〇R５年度は175件の視察・講義・取材・講演依頼
〇R６年度についても、1⽉9⽇時点で200件の視察・講義・取材・講演依頼



Data StaRt Award 〜地⽅公共団体における統計データ利活⽤表彰〜
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第６回（2021年）
●統計局⻑賞 受賞

第７回（2022年）
●総務⼤⾂賞 受賞

第８回（2023年）
●特別賞 受賞

実施︓総務省
概要︓統計データを利活⽤した優れた取組を進める地⽅公共団体に対する表彰制度

ヘルスケアデータ連携システム
神⼾市 健康局 健康企画課

データ分析をDIY
〜神⼾データラウンジ〜

神⼾市 企画調整局 政策課

EBPMで創る⼈⼝戦略
神⼾市 企画調整局 政策課

概要
⼈⼝減少の「抑制」と「適応」の２つの視点に基づく⼈⼝戦略をテーマに、「R」を
使った重回帰分析により⼈⼝増に寄与する要因の分析を⾏ったほか、神⼾市独
⾃の将来⼈⼝推計や⼈⼝減少と公共サービスを重ねてみるダッシュボードを作成し
共有することで、⼈⼝規模に応じた⾏政サービスを俯瞰的にみて議論することが可
能になりました。

概要
⾏政を取り巻く急激な外部環境の変化にスピード感を持って対応していくため、「外
部の専⾨家まかせにせず、できることは職員⾃らやる︕」というDIYの精神で、分
析に必要なデータを収集する庁内データ連携基盤の構築や職員⾃らBIツールで作
成したダッシュボードを安全に庁内で共有するデータ利活⽤の環境整備のほか、市
⺠への分かりやすい情報発信、データ利活⽤⼈材の育成を、職員が中⼼となって進
めました。

概要
科学的根拠に基づく保健事業の推進による市⺠サービスの向上を⽬指し、医療・
介護のレセプトデータや健診データなど、所管ごとに保有していたデータを連結・匿
名化し、悉皆性の⾼いデータを分析を可能にする「ヘルスケアデータ連携システム」
を新たに整備しました。



デジタル庁オウンドメディアに若⼿職員が出演
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〇デジタル庁のオウンドメディアに若⼿職員が出演、「デジタル庁ニュース」等で配信
＃１ ４⼈の神⼾市職員が語る「⾏政×データ利活⽤」のリアル（5⽉23⽇配信開始）
＃２ 神⼾市が実践した収税業務改⾰×データ利活⽤とは？（6⽉20⽇配信開始）



デジ庁や総務省のHPで神⼾市の取組を紹介
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■デジ庁HP ■総務省HP

総務省⾃治⼤学校の「先進事例テキスト」にも採⽤

神戸市の取組がわかりやすく
詳細に掲載されました！
（全国の自治体に配布）



スマートシティサミット in 神⼾
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・基調講演、パネルディスカッション
・⽣成AIクロストーク
・ドローンクロストーク
・Tableauクロストーク
・ドローン⾶⾏体験と事例紹介
・kintoneクロストーク
・データ連携基盤（都市OS）クロストーク
・BIツールを活⽤した データ分析実践ワークショップ
・Tableauハンズオン
・kintoneハンズオン

プログラム概要（抜粋） 参加実績

３府省110自治体
３大学80団体 !!

申し込み者数は445名
（実際の対⾯参加者142名 オンライン視聴300名以上）

申込者数（団体数）所属
109（16）政令指定都市
47（19）市町（県内）
94（59）市区町村（県外）
46（16）都道府県
13（3）国
118（70）⺠間企業
18（13）その他
445（196）計

イベント申込者の内訳

主に⾃治体職員を対象とした、⾏政DXを体験し、全国の先進事例を学ぶイベント、
「スマートシティサミット in 神⼾」を10/22-23に開催︕

等



本⽇の内容

• 神⼾市におけるEBPMの実践
①現状に関するEBPM
②政策効果に関するEBPM

• 使えるデータの整備
• データ利活⽤⼈材の育成
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神⼾市におけるEBPMの実践
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神⼾市のデータ利活⽤に関する⽅針

16

DIY︓Do It Yourself

職員⾃らやる︕︕

外部の専⾨家まかせにせず

ローコードツールを活⽤した

内製化

急激な外部環境の変化に、
柔軟に対応するためには…



主な分析手法分析ツール適用可能範囲

計量経済学に
基づく因果推論
・RCT
・差の差分析
・回帰不連続デザイン等

R
Python
Stata

狭い

（十分な量の
データがあるか
等の制約あり）

要因分析・予測・
機械学習
・回帰・相関分析
・クラスタリング
・決定木

R
Python
Stata
Excel

広い

グラフによる
可視化

Tableau
Power BI

広
義
の
エ
ビ
デ
ン
ス

狭
義
の

エ
ビ
デ
ン
ス

エビデンスの種類

17

➀
現状に関する

エビデンス

（土台）

②
政策効果
に関する
エビデンス



神⼾市のEBPMの歩み
2022年度 2023年度 2024・25年度

既存エビデンスの活⽤

「神⼾データラウンジ」（庁内向けダッシュボード）

「神⼾データラボ」（公開ダッシュボード）

統計的因果推論の学術論⽂活⽤

Rを⽤いた分析23件に着⼿

R研修・導⼊編（講義）

R研修・実践編（演習）

Tableau研修

新規エビデンスの創出

将来推計⼈⼝を公開

⾒やすくリニューアル

所管課との問題意識
共有の時間を充実
健康・福祉分野に重
点化

博⼠課程学⽣の採⽤・⼤
学連携・庁内副業の活⽤
による体制の構築

各局政策会議・次期
基本計画策定に活⽤

①
現
状
प
関
घ
ॊ
ग़
অ
ॹ
থ
५

②
政
策
効
果
प
関
घ
ॊ
ग़
অ
ॹ
থ
५

構築

2020〜2021年度

BIツールを活⽤したEBPMの推進（個別分析、グループ単位でのダッシュボード共有） 積極的な各局⽀援・
横展開

独⾃将来推計⼈⼝等の作成 ビジョンのマネジメントへ
の活⽤を検討 18



①現状に関するEBPM



代表電話交換業務の課題
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• 神⼾市では、1市役所＋10区役所＋2⽀所の代表電話交換業務を⺠間事業者に委託し
ている。

• 市⺠が電話をかけた際、「⻑く待たされる」、「たらい回しになる」など、クレームが多発していた。
⇒ データを基に、課題を特定し、対策を検討することにした。

市役所 ︓ 平⽇ ８時45分から17時30分
区役所 ︓ 平⽇ ８時45分から17時30分

（⽊曜⽇は20時まで）
運営時間

年間︓1,937,622件⼊電数

年間︓1,599,002件（応答率82.5％）応答数

【概要】 【オペレーションブース】

神⼾市はHPに部署の直通電話番号を
公開していないので⼊電が集約されます

（その分、取扱い電話量も多い）



応対品質の可視化（問題部署の特定）
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• 電話交換機（PBX）のデータをTableauに取込み、応対品質を準リアルタイムで可視化
• 所管課ごとに状況を可視化して共有し、データ整備や改善依頼に活⽤

ターゲットとなる部⾨を
絞り込み、オペレーター

に研修実施



対策の効果検証（市役所）
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• 委託先と「平均応対時間」に共通の⽬標値を120秒と設定し、⽇々の状況を確認
（応対時間…オペレーターが電話を受けてから、職員に転送完了するまでの時間）

改善前は150秒
（2分半）超え…

⽬標値を120秒
と設定

現在は安定して⽬
標値を達成︕

効果あり︕

効果あり︕

平均35秒 短縮︕



対策の効果検証（区役所）
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• 区役所の業務は、市役所よりも限定されるので⽬標値は80秒と短めに設定。
• 対策の効果を確認しながら、随時次の施策を展開しました。

改善前は90秒
（1分半）超え…

⽬標値を80秒と
設定 現在は安定して⽬

標値を達成︕

効果あり︕

効果あり︕

平均15秒 短縮︕



効果まとめ
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• 市役所 平均35秒／件の短縮

• 区役所 平均15秒／件の短縮

• 市⺠の待ち時間（1か⽉換算）

市役所＝35秒×9,000件 ＝ 5,250分

区役所＝15秒×107,000件 ＝ 26,750分
32,000分

（533時間）

市⺠をお待たせ
しなかった時間



神⼾データラウンジ
○R４年６⽉から本格運⽤（全庁共有）開始。職員は、デスクネッツから「神⼾データラウンジ」へアクセス可能

デスクネッツから「神⼾データラウンジ」へ
アクセスできます︕︕

サムネイル表⽰
・検索性があがる（リストよりも探しやすい）
・初めて⾒た⼈が⾒てみたくなる
・YouTubeみたいなサムネイルの⽅が押しやすい

コラム欄
・定期的に更新することでアクセスを促す
・トピックスやダッシュボード作成者の紹介などを写真付で
掲載するなど、データ利活⽤に興味をもらってもらう

データ利活⽤⼈材育成状況と募集中の研修
・データ利活⽤⼈材育成状況と募集している研修の
案内を掲載
・研修受講を促し、データ利活⽤⼈材の育成を促進する
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共有しているダッシュボード
○現在、160程度のダッシュボードが「神⼾データラウンジ」に掲載され、職員間で共有



⼩学校区別・将来推計⼈⼝のダッシュボード
〇住基データを活⽤した、１歳階級別、⼩学校区別、将来推計⼈⼝を神⼾市独⾃で算定し、毎年更新



⼈⼝の状況×公共的施設の配置状況がわかるダッシュボード
〇⼩学校区ごとに⼈⼝の状況と公共的施設の配置状況が確認できるダッシュボードを作成し共有



神⼾データラウンジが実現するデータ分析の⾼速化

〇BIツールによる直感的な分析と共有
〇基幹系システムとの連携によるデータの整備

データの整備・分析 資料作成
政策
議論

データ
入手

データ
整備・分析

資料
作成

政策議論

データの入手

Ｄ
Ｘ
／

Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の

浸
透

基幹系システム
から⾃動連携

BIツールによる
直感的な操作による分析

BIツールで作成した資料をその
ままブラウザ上で共有

データ分析の⾼速化で、
より⻑い時間を政策議論に使える

これまで

今後



具体的な政策⽴案の事例① 〜敬⽼パス年間利⽤状況〜
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○⼀⼈当たりの年間利⽤⾦額を⾒ると、509円〜17,440円と約34倍の差があることや、鉄道の駅周辺のエリアが
軒並み⾼くなっていることがわかった。

○今後、福祉局にて制度利⽤の公平性を図る⽅策（利⽤上限の設定など）を検討

年間⼀⼈当たり509円〜17,440円の幅で、敬⽼パスが利⽤されてい
ることがわかる。また、⼩学校区で利⽤⾦額にばらつきがあることがわかる。

⼀⼈当たりの利⽤⾦額
（⼩学校区ごと）

敬⽼パスが利⽤できる鉄道駅を地図上に重ね合わせると、鉄道駅周辺
に位置する⼩学校区の年間⼀⼈当たり利⽤⾦額が⾼いことがわかる。
⇒鉄道の利便性が⾼く、駅周辺の居住者がより恩恵を受けていると

考えられる。

⼀⼈当たりの利⽤⾦額
（⼩学校区ごと）＋ 鉄道駅



具体的な政策⽴案の事例② 〜特定健診の実施状況〜
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地域間差につながっている要素を把握し、
対策のターゲットを明確にすることで、
より効果的な施策⽴案を⽬指す

地域ごとに、対象者の属性や実施状況
の違いを可視化



データを活⽤した業務改⾰

【健康局】保健師の⽉報ダッシュボード【税務部】収税ダッシュボード
ダッシュボードの取組+滞納整理⽅針の⾒直しで成果 保健師の⽇報データを可視化して共有

過去最⾼の
収納率に︕

○いくつかの部署で、データを活⽤した業務マネジメントを⾏い、既に⼤きな成果を挙げている。
○今後、全庁に取組を広げていく必要がある。

地域の特性
が可視化！

今後、システム標準化により、定期的に詳細なデータが蓄積されることで、
さまざまな業務マネジメント⽤ダッシュボードの作成が可能になる。



②政策効果に関するEBPM

〇既存のエビデンスの活⽤
〇新たなエビデンスの創出



政策効果に関するエビデンス
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既存のエビデンスの活⽤
→先⾏論⽂調査
新たなエビデンスの創出
→職員⾃ら分析

○政策効果に関するエビデンスにおいては、「既存のエビデンスの活⽤」と「新たなエビデンスの創出」の２つの取組を
⾏っている。



政策効果に関するエビデンス① 〜既存のエビデンスの活⽤〜

フッ化物の⾍⻭予防に対する効果

フッ化物洗⼝や⻭⾯塗布の予防効果を確認
フッ化物利⽤の全校展開の検討に活⽤活⽤事例

R
５

R
６

○計量経済学の因果推論の⼿法を⽤いた国内外の学術論⽂を33テーマ、760本を調査し、エビデンスとして活⽤

若者のUターンの要因と有効な政策

⑧「成⼈病の発症率の決定要因」
健康診断の受診が、運動等の健康⾏動
につながること等が分かり、健康局の健診
推進施策の検討に活⽤

⑯「フッ化物の⾍⻭予防に対する効果」
フッ化物洗⼝の予防効果（いつ実施すれば

効果があるか）やフッ化物⻭⾯塗布の予防効
果（どれくらいの頻度・年数で⾏えば効果があ
るか）等が分かり、⼩学校でのフッ化物利⽤の
全校展開の検討に活⽤

⑪「住宅の構造が健康に及ぼす影響」
住宅の断熱性能が健康増進に資すること
等が分かり、建築住宅局のこうべぐらし応
援補助⾦の⾒直しに活⽤

先⾏論⽂調査を活⽤し
た勉強会も実施
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R7も実施



翻訳⽀援ソフト・⽣成AIの業務改善効果検証
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• 広報物を英訳するための、有償の翻訳⽀援ソフトの購⼊を検討
• RCTを実施した結果、既に導⼊済みの⽣成AIの⽅が、翻訳⽀援ソフトよりも時間・品質の観点で良いことが分かった。

⇒翻訳専⾨ソフトの導⼊は⾒送り。
【翻訳にかかる時間】 【翻訳結果の品質（偏差値）】

平均53.5%削減
（⾃⼒と⽐較）

【分析結果】
翻訳者や翻訳したページを考慮すると、⽣成AIを使うことで、
翻訳にかかる時間が⾃⼒と⽐べて67.2%削減された。
（ランダム化⽐較試験）

平均7.48向上
（⾃⼒と⽐較）

【分析結果】
翻訳者や翻訳したページを考慮すると、⽣成AIを使うことで、
翻訳結果の品質（偏差値）が⾃⼒と⽐べて8.72向上した。
（ランダム化⽐較試験）

※偏差値は、国際課の翻訳担当者が使⽤したツールや翻訳者が分からない状態
で翻訳結果を採点（100点満点）して算出した。

※⽣成AIは、全職員が利⽤可能なMicrosoft Copilotを使⽤した。
※翻訳⽀援ソフトは、本来過去の翻訳結果を学習させてから使⽤するものだが、

本実験では過去のデータは学習させていない。



産後ケアを利⽤すると、育児感情の改善度合いが⼤きいことが分かった。
⇒分析結果を予算要求に活⽤。
 産後ケア事業概要
⽬的︓育児不安の軽減と親⼦の愛着形成を促進する

ことで、産後うつ・児童虐待を防⽌する。
内容︓産後１年未満の産婦が宿泊や通所を通して

助産師から健康管理や⽣活のアドバイスを
受けることができる。

 分析概要
⽬的︓アンケートによると市⺠からの評価は⾼いが、

利⽤者増加に伴い、必要な予算も増加。
客観的に効果を⽰し、予算を確保したい。

⼿法︓重回帰分析
• ⽬的変数︓育児感情の改善
• 説明変数︓産後ケア利⽤有無
• コントロール変数︓産婦の年齢、妊娠時の気持ち

EPDS、無気⼒であったか否か
配偶者の育児協⼒の有無
新⽣児のぐずりの有無
双⼦か単体児か

産後ケア事業の分析（効果検証）
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 分析結果
産後ケアを利⽤した産婦は、利⽤しなかった産婦よりも
育児感情の改善度合いが0.165pt⾼かった。
（10%⽔準で有意）

※抑うつ気分があった産婦に限定
※育児感情︓４か⽉児健診時と９か⽉児健診時の産婦の育児感情について、

「すごく楽しい」を４，「楽しい」を３、「どちらでもない」を２、
「困っている」を１、「すごく困っている」を０として数値化

※育児感情の改善︓９か⽉児健診時の育児感情 – ４か⽉児健診時の育児感情
※EPDS︓質問票の回答内容を点数化して算出

30点満点で９点以上であれば、産後うつの可能性（確定診断ではない）

育児感情の改善

0.165 .産後ケア利⽤有無

(0.0985)ロバスト標準誤差

[0.00245, 0.327]90％信頼区間

923N

*** p<0.001
**   p<0.01
*     p<0.05
.      p<0.1



EPDS（うつ指標）が⾼い産婦や育児感情の良くない産婦、年齢の⾼い産婦の⽅が、利⽤率が⾼かった。

産後ケア事業の分析（利⽤要因分析）
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育児感情４

抑うつ気分なし

育児感情３以下

28歳未満
28歳以上 ３%

７%

11%

７%

７%

３%

⾚字︓産後ケアを利⽤した産婦の割合

 分析概要
⼿法︓決定⽊分析
• ⽬的変数︓産後ケア利⽤有無
• 説明変数︓産婦の年齢

妊娠時の気持ち
EPDS
無気⼒であったか否か
配偶者の育児協⼒の有無
新⽣児のぐずりの有無
双⼦か単体児か

 分析結果
① 育児感情３以下の産婦の産後ケア利⽤割合は、

育児感情が４の産婦と⽐べて２倍以上。
② 育児感情３以下の産婦の中で⽐較すると、

28歳以上の産婦の産後ケア利⽤割合は、
28歳未満の産婦と⽐べて２倍以上。

③ 育児感情３以下かつ28歳以上の産婦の中で
⽐較すると、抑うつ気分があった産婦の産後ケア利⽤割合は、
抑うつ気分がなかった産婦と⽐べて1.5倍以上。

※育児感情︓４か⽉児健診時と９か⽉児健診時の産婦の育児感情について、
「すごく楽しい」を４，「楽しい」を３、「どちらでもない」を２、
「困っている」を１、「すごく困っている」を０として数値化

※育児感情の改善︓９か⽉児健診時の育児感情 – ４か⽉児健診時の育児感情
※EPDS︓質問票の回答内容を点数化して算出

30点満点で９点以上であれば、産後うつの可能性（確定診断ではない）

抑うつ気分なし



その他の分析事例
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2023年度以降35件の分析に着⼿し、うち21件の分析を完了させた。
分析の結果をうけて⾒直した事業も存在し、⼀定の成果を挙げている。

■某補助⾦制度と転⼊世帯数（差の差分析）■ポイント付与ルールの⾒直しと詰め替えパックの回収数（RCT）

■妊婦⻭科健診とこどものむし⻭（重回帰分析） ■⼩学校区内の公園数と授業以外の運動時間（重回帰分析）
・妊婦は無料で⻭科健診を受診できる。
むし⻭菌をうつさないための知識を得たり、
むし⻭治療につなげて妊婦のむし⻭菌を
減らたりすることで、こどもに菌がうつるリス
クを減らす。
・受診した妊婦のこどもの⽅が、むし⻭に
なる確率が2.54%pt低かった。
（10％⽔準で有意）
⇒受診率向上策の検討へ

・アプリで詰め替えパックを回収すると、10ポイ
ント=１円相当のポイントがもらえる。
ポイント付与ルールを変更することで、
容器の回収数が増えるのか調査した。
・ポイント付与対象になる回収数の上限
（/⽉/⼈）を変更すると、1.23枚（/⽉
/⼈）増加した。
（5％⽔準で有意）
⇒分析結果もふまえて総合的に判断した結

果、廃⽌

・⼩５男⼦の場合、校区内に公園が 「ほ
とんどない」学校の⽣徒よりも、 「多数あ
る」学校の⽣徒の⽅が、99.5分⻑かった。
（0.1％⽔準で有意）
・⼩５⼥⼦の場合、統計的に有意な
差はなかった。
⇒男⼦の場合は運動する場所を提供
することが重要だが、⼥⼦の場合は別の
施策を検討する必要がある。

・⼀定の要件を満たした世帯が神⼾市
に転⼊した場合、補助⾦を⽀給する
ことで転⼊世帯数を増加させる。
・補助⾦制度を導⼊しても、補助対象
世帯の転⼊数と、補助対象世帯に類似
した補助対象外世帯の転⼊数との間に
統計的に有意な差はなかった。
⇒制度⾒直し



使えるデータの整備



公的統計とオープンデータ/GPSデータを組み合わせた分析
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■まちなか⾃習室設置地域の選定（こども家庭局）

・まちなか⾃習室を設ける際に、
どのような地域の店舗を選ぶか
検討する必要があった。
・図書館やユースステーション等の
既存の⾃習スペースと、各学校、
中⾼⽣の居住地域などを考慮して、
中⾼⽣が⽴ち寄りやすい場所に
まちなか⾃習室を設けたかった。

・既存の⾃習スペース、学校の
位置や年少⼈⼝の分布データ
（国勢調査）をまちなか⾃習室
設置場所の選定に活⽤。
・既存の⾃習スペースと、
中⾼⽣が多いが、⾃習スペースがない
地域を可視化することで多⾓的に
調査でき、できるだけ望ましい場所に
⾃習室を設けるよう努めた。

・市バス営業所跡地を⾷品スーパー事業者に
貸していたが、賃貸借契約の満了を迎えるに
あたり、新たな活⽤⽅法をまちづくりとバス事業の
収⽀改善の両⾯から検討する必要。
・KLAの⼈流データ分析を活⽤し、
エリア特性をはじめ、既存⾷品 スーパーの
顧客情報や競合店舗との関係を把握。

・KLA内の国勢調査データを⽤いて、対象エリア
から700ｍ圏内の⼈⼝動態や事業所数を把握。
夜間⼈⼝より昼間⼈⼝が多く、
製造業が多いエリアであることが明らかに。
・競合他社分析や来訪者居住地分析を⾏った
結果、既存スーパーは周辺住⺠にとって重要な
施設であり、加えてドラッグストアの需要が
⾼かった。
・スーパーに加え、ドラッグストアや飲⾷店が
⼊った複合施設に建て替えることが決定した。

■ライブイベントに関する分析（交通局）

※︓KLA（KDDI Location Analyzer）︓国勢調査をもとにGPSデータを拡⼤推計※︓総務省統計局の地理情報システム「j-STAT MAP」を活⽤

○国勢調査などの公的統計については、ダッシュボードを作成し、他都市⽐較の際に利⽤している。その他、下記の
ようなデータ分析に公的統計を活⽤している。



神⼾データラボ 〜全国版・ダッシュボードの公開〜

神⼾市HP

42神⼾データラボをクリック

全国のデータが調べられる
ダッシュボードを公開中︕

９⽉末に追加公開︕

ここからアクセス︕



神⼾データラボで公開中の全国のダッシュボード
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年齢別の⼈⼝や世帯の状況が分かる国勢調査 ⼈⼝等基本集計（市区町村／⼩地域）
第１弾

通勤や通学でどこからどこに流出⼊しているかが分かる国勢調査 通勤通学分析

産業別・職業別の就業者数が分かる国勢調査 就業状態分析（⼩地域）

第２弾 兵庫県の⼈⼝や就業者、住宅の状況が分かる国勢調査 兵庫県の⼈⼝・就業状態

現住地と5年前の居住地を⽐較した⼈⼝移動が分かる国勢調査 ⼈⼝の移動状況（50万⼈以上の市）

2050年までの地域別の将来⼈⼝推計が分かる⽇本の地域別将来推計⼈⼝（都道府県・市区町村）
第３弾

年齢別、相⼿地域別の転出⼊の状況が分かる住⺠基本台帳移動報告（都道府県・⼤都市）

住宅数、空き家率、借家の家賃分布などが分かる住宅・⼟地統計調査（都道府県・指定都市）

第４弾
有業率、育休利⽤率、共働き世帯の割合などが分かる就業構造基本調査（都道府県・指定都市）

各駅の乗降客数が地図上で分かる鉄道駅別の乗降客数

未婚率、就業率、完全失業率などが分かる国勢調査 配偶関係・労働⼒調査（都道府県・市区
町村）

ぜひ、実際に使ってみてください︕



⾃治体の持つビッグデータを活⽤したEBPMの可能性
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• ⾃治体の⾏政サービスは⽣活に密着し多岐にわ
たるため、⾃治体は、住⺠基本台帳を中⼼に税
務・福祉・教育等に関するビッグデータを保持し
ている。

• 基幹系システム以外にも、多種多様なシステム
が存在し、多くのデータを保持している。

• しかし、これまでこれらのデータは業務に⽤いる以
外に利活⽤されてこなかった。

⇒ システムを、情シス部⾨の観点でシステムとして
だけ⾒るのでなく、データの宝庫と考えて、政策
部⾨のEBPM（エビデンスに基づく政策形成）
に活⽤できるのでは︖



庁内データに蓄積されている基幹系のデータ
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〇基幹系のシステムから国が管理する中間サーバに送信している84データセット及び住基、税データ等の独⾃データ
セット等を庁内データ連携基盤に蓄積

〇そのうち住基データマート、国勢調査データマート、統計データマートを共有

このうちの一部を抽出し、
庁内データ連携基盤に蓄積



各局の⾏政データの把握とデータ項⽬の共有
〇約700ある情報システム台帳の情報を整理し、各局が保有するデータを把握し、わかり易い形で⼀覧化・共有

ＥＭ－ＮＥＴ 災害援護資金貸付償還事務システム 耐震診断・改修等補助台帳システム
近畿情報ネット 介護認定システム 住宅貸付システム
全国瞬時警報システム（Ｊ-ALERT） 後期高齢者医療（広域連合システム） 建築情報管理システム
兵庫県フェニックス防災システム 後期高齢者医療（神戸市システム） 建築・設備積算システム
防災行政無線（同報系）システム 介護認定審査会支援 AIS（船舶自動識別装置）
文書管理・電子決裁システム 介護保険認定管理 港湾EDIシステム（みなとシステム）
戸籍総合システム 総合事業管理システム ハーバーハイウェイ保全情報管理システム

住民基本台帳ネットワークシステム 墓園管理システム 搬入車両重量計量システム(苅藻島クリーンセンター)

パイオネットシステム 生活衛生関係業務システム 下水道事業財務会計システム
例規データベース 医務薬務台帳管理システム 水防情報システム（FISKO）
経理契約システム ものづくり工場使用料等収納管理専用システム 公園施設管理台帳システム
地方税電子申告システム 自動検針装置（BMS） 土木積算システム
固定資産税評価図管理システム 農業共済集中化運営システム 下水道使用料調定・収納システム
家屋評価計算システム 都市計画情報案内システムゆーまっぷ 下水道予算決算システム
下水道台帳管理システム 放置自転車等管理システム 給水設計台帳管理システム
下水道施設・設備情報システム 道路冠水モニタリングカメラシステム 道路管理システム
河川モニタリングシステム 制御専用システム 管路情報管理（マッピング）システム
道路冠水モニタリングカメラシステム 営業オンラインシステム 財務会計システム（交通局）
バスICシステム お客様サポートシステム 例規システム（交通局）
運行情報システム 財務会計システム（水道局） 駅務ICシステム

情報システム台帳の一例



庁内データ連携基盤の構築（将来像のイメージも含む）
○データを「蓄積」し、ダッシュボードに加⼯して「共有」 ⇒ データの扱いに不慣れな職員でも活⽤が可能



公的統計と業務データの⽐較
• 国勢調査等の公的統計は、オルタナティブデータ（業務データ）の活⽤が広がっている現在

でも、その質が担保されているものであり、経年変化や他都市⽐較を含め、政策⽴案に有⽤
• ⼀⽅で、業務データは、

⾏政業務データ（例︓税データ）は、正確性・網羅性・⼤きなサンプルサイズ
リアルタイムデータ（例︓スマホのGPSデータ）は、速報性・迅速性

があるなど、既存の公的統計にはない強みを持っている。
• ただし、業務データは、あくまで業務の副産物であるため、

業務上必要がないが分析上重要な項⽬（例︓学歴）が抜けている
実際に分析に使うためには「癖」を理解したうえでデータ整形・加⼯することが必要

• そのため、両⽅の⻑所・短所を理解しながら、これらのデータを組み合わせることが重要
⇒ 神⼾市としても両⽅を活⽤している。
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データ利活⽤⼈材の育成



神⼾市における「データ分析に関する」内製の基本的考え⽅

⾼度なものを除き、原則として職員⾃らが分析する「内製」で取り組む。
• ⾃ら⼿を動かして分析したことがないと、分析結果の限界も含めて解釈が難しい。
• 以下の判断にはドメイン知識が必須であり、ドメイン知識を持った職員⾃らが分析するのが最

も効率的
統計的因果推論が成り⽴つかどうかの前提（例︓RDDで、処置前後で処置以外に

変化がないか）
分析結果の解釈（例︓なぜこの年に当該駅の乗降客数が急増しているのか）
分析結果の政策的意味の有無（例︓広い園庭が児童の体⼒向上に効果がある

（ない）と分かったとしても、法令上・予算上の制約から園庭⾯積を変更する余地が
ないのであれば分析結果を活⽤できない。）
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延べR7R6R5R4R3研修等データ利活⽤能⼒

25

+13+5+8+5+３

○データエキスパート研修
○神⼾⼤学主催RIDXの

受講
○オンライン⾃習

○RやPython等プログラミング
で政策評価や業務改善等で
きる

○AIやRPA等新たな技術使っ
た業務改善ができる

○BIツールやGIS等を活⽤し、
⾏政データを使ったより⾼度
な分析ができる

６

３

700+200+197+133+80+11T
○データ分析スキル習

得研修（導⼊編・実
践編）

○データアナリスト研修
○データアカデミー
（GIS、KLA等の活⽤）
○統計研修（中級）
○オンライン⾃習

○BIツールやGIS等を使って、
⾏政データの可視化、分析が
できる

○RやPython等を使って簡単な
データ分析ができる

○計量経済学の因果推論に基
づく論⽂を批判的に読める 113+30+25+31+24―R

700+300+250+150――

○政策評価を学ぶ研修
○先⾏論⽂調査活⽤研修
○ダッシュボードを活⽤した

政策⽴案研修
○統計研修（基礎）
○階層別研修
○セキュリティ等研修
○オンライン⾃習

○作成されたダッシュボードを使い
こなし、データ分析や政策形
成ができる

○⾏政データの取扱い及びセキュ
リティ研修を受講し、⼀定のIT
リテラシーがある

○データ利活⽤の必要性を理解
する

神⼾市データ利活⽤⼈材育成戦略（R3〜R7）
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○戦略的に⼈材育成を実施。ゼロから始め、A・データエキスパート、B・データアナリストで約800⼈の⼈材を育成

※全職員に向けて動画配信中

実数 想定数

Ｔ
Ｌ

Ｒ
Ｌ

Ｔ
Ｓ



A

データ

エキスパート

B
データアナリスト

C
データユーザー

育
成
拡
大

全
職
員
対
象

各
局
２
名
程
度

データ利活⽤⼈材の育成状況（2025/10/1時点）
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○データアナリスト︓約530⼈

○Rユーザー︓93⼈
○データエキスパート︓22⼈合格

○データユーザー研修受講者︓約650⼈

○若⼿職員を中⼼に積極的な研修への参加があり、各局室区のデータ利活⽤⼈材の育成が進んでいる。
※局室区の⼈数は

現在の職場でカウント

34⼈⽔道局15⼈建設局50⼈福祉局8⼈危機管理局
5⼈交通局28⼈都市局27⼈健康局100⼈企画調整局
8⼈教育委員会事務局11⼈建築住宅局13⼈こども家庭局16⼈地域協働局

74⼈区役所8⼈港湾局9⼈環境局75⼈⾏財政局
7⼈その他9⼈消防局25⼈経済観光局6⼈⽂化スポーツ局

研修などによりダッシュボードの
作成権限を付与した職員

2⼈⽔道局7⼈建設局8⼈福祉局-⼈危機管理局
3⼈交通局3⼈都市局4⼈健康局9⼈企画調整局
4⼈教育委員会事務局3⼈建築住宅局4⼈こども家庭局5⼈地域協働局

10⼈区役所1⼈港湾局2⼈環境局14⼈⾏財政局
-⼈その他5⼈消防局5⼈経済観光局2⼈⽂化スポーツ局

Rの研修を受講した職員教える

教える



データ分析スキル習得研修
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➀
現状に関する

エビデンス

（土台）

②

政策効果

に関する

エビデンス

導⼊編

実践編

データに基づいて政策効果の因果効果を図る⼿法を⾝につけることを⽬的とする。あくまで実践
的なデータ分析スキルを⾝に着けることを主眼とするため概念はできるだけ説明しない。

Rを⽤いた分析スキル向上のための講義の後に、実データを⽤いて分析を⾏う。
分析ではチームに分かれてデータを分析し、次年度の出⽣率や年税額の予測を実施する。

参加⼈数
年度

総務省廿⽇市市神⼾市

00232022

06182023

78152024

332025 

参加者⼀覧カリキュラム

内容

線形回帰、ロジスティック回帰による予測
-連続変数の予測と評価
-カテゴリー変数の予測と評価

第1回

決定⽊による予測
-連続変数の予測と評価
-カテゴリー変数の予測と評価

第2回

ランダムフォレスト、チューニングによる予測精度向上第3回

課題に対する取り組み状況の報告
情報交換・講師からのアドバイス第4回

課題に対する取り組みについて、分析結果と政策提案内容の発表第5回

参加者⼀覧カリキュラム

2023年度は広島
県廿⽇市市、
2024年度は総務
省がオンラインで参
加

参加⼈数年度

182023

102024

192025

実践編参加者の内、7名に
ついては東京⼤学との意⾒
交換会に参加し、⾃⾝の分
析内容の発表を⾏っている。

導⼊編講義⾵景

狭
義
भ
ग़
অ
ॹ
থ
५

広
義
भ
ग़
অ
ॹ
থ
५

○データ分析スキル習得研修には、「導⼊編」と「実践編」があり、これまで庁内で約80⼈の職員が受講している。
○R６年度「導⼊編」には庁内から15⼈、外部の職員にも研修を開放し、廿⽇市市、総務省から15⼈が参加した。

R6年度は、講師を外部
委託し実施

R5・R6年度
東⼤研究チーム
と意⾒交換実施

R7年度は、応募者多数の
ため締切前に募集締切



統計研修（中級）〜重回帰分析まで〜
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○これまで統計基礎研修（初級）しか⾏ってこなかったが、R５年度から中級者編として、新たな統計研修を開講し、
統計の知識を⾝に付けてもらう。

実務に役⽴つ統計の知識を２回の研修で修得できる︕
受講者数
R５年度︓14⼈
R６年度︓58⼈
R７年度︓41⼈



R６年度 データ利活⽤⼈材の育成 〜研修の実施〜

5

備考⼈数対象者・受講者時期内容
前期︓５⼈、後期︓１⼈6⼈政策課など前期・後期TableauセイバーA

Tableau

全３回（２ｈ×３回）46⼈各局政策担当5⽉〜政策会議（前期）対応

B

全２回（３ｈ×２回）46⼈各局政策担当11⽉政策会議（後期）対応
全１回（３ｈ×１回）※育成研修の１コマ60⼈庁内公募10⽉〜DX推進リーダー育成研修

合同で実施27⼈C受講者のうち希望者
(余裕があれば庁内で追加募集)

9⽉地域の課題調査
9⽉各区

２⽇間ハンズオン研修（OJT）ほか2⼈庁内希望者10⽉庁内インターンの受⼊
現在７局（福祉・健康・都市・⽔道・経済観光・教育・⾏財政）から依頼約140⼈各局から依頼1⽉〜各局室区別ハンズオン研修

約20⼈庁内公募8⽉地域の課題調査

C
各区・⽀所で実施（計15回）約210⼈各区希望者7⽉〜各区
CDO補佐官が講師、全２回（３ｈ×２回）79⼈庁内公募 ※ｵﾝﾗｲﾝ参加含む1⽉課⻑等研修
新採（４⽉、10⽉の２回）等約400⼈該当者全員4⽉〜階層別研修（新採、昇任時等）
全５回10⼈庁内公募7⽉〜データ分析（実践編）B

R 外部講師を公募、全５回、他⾃治体等受⼊15⼈庁内公募11⽉〜データ分析（導⼊編）B
40⼈庁内公募8⽉庁内GIS研修（分析編）BGIS
32⼈庁内公募6⽉KLA勉強会（初⼼者向け）BKDDI
58⼈庁内公募2⽉統計研修（中級）B統計

事業者で実施（委託、9テーマ）オンライン庁内公募9⽉〜先⾏論⽂を活⽤したEBPM研修C論⽂調査
Tableau、Rなどのテーマで実施10〜20⼈庁内公募随時⾃主的勉強会-KTL
10 〜20⼈にライセンス貸出、⼈数制限ありオンライン庁内公募随時Udemy（Tableau、R等の⾃習）-オンライン

○研修を数多く実施し、データ利活⽤⼈材の育成を加速。20種類、全体で約1,200⼈の職員が参加（延べ）



R６年度 KTL（⾃主的勉強会）とオンライン学習
○Tableau、Rの利⽤に関し、庁内において情報交換できるルームをチャットラック上に作成
○研修中、研修後多くのメンバーが参加し、意⾒交換、情報共有、技術上の疑問解消等に役⽴てている。

希望者には「Udemy（オンライン）」のアカウントを⼀定期間
付与し、さらにレベルアップが図れる環境を整備

Tableauの初級、中級講座R6年度 KTL（⾃主的勉強会）

●R データ分析事例共有会
第１回︓令和６年11⽉６⽇（⽔）
第２回︓令和７年３⽉10⽇（⽉）

●Tableau もくもく会（ハンズオン研修後に実施）
令和６年７⽉９⽇（⽕）
令和７年１⽉30⽇（⽊） ※健康局主催

●チャットルーム
庁内ユーザー同⼠で質問・回答
することで、全体のレベルアップ
＋迅速なサポートが可能に



庁内認定制度
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○データ分析に必要なスキルを⾝につけた職員を対象とした認定制度を新設（Tableau Leader と R Leader）
Tableau Leader

【概要】
Tableauの実践的なスキルを⾝につけた職員を対象として、
庁内で認定を⾏うもの。

【認定までの流れ】
開始から4か⽉の間に下記内容すべてを実施する。
・スキル醸成︓ダッシュボード作成のための必須スキルを習得
・実務経験︓⾃課のデータを⽤いてダッシュボードの作成
・発表︓所属⻑や所属の担当者に、ダッシュボード内容を発表

R Leader
【概要】
Rの実践的なスキルを⾝につけた職員を対象として、
庁内で認定を⾏うもの。

【認定までの流れ】
開始から5か⽉の間に下記内容すべてを実施する。
・選択式試験︓統計基礎知識やコーディングスキルを習得
・実務経験︓⾃課のデータを⽤いて分析を実施、レポート作成
・発表︓所属⻑や所属の担当者に、分析内容を発表

３⼈挑戦中

約10⼈
挑戦予定

認定された職員は
Aに該当



ご清聴ありがとうございました

Contact us!

神⼾市企画調整局調整課スマートシティ担当
TEL︓078-322-6462
Email︓smartcity@city.kobe.lg.jp

神⼾スマートシティのその他の取組は
スマートこうべで︕
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